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経済成長を後押し！インドのデジタル革命 
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 経済の回復が進むインドでは、モディ政権の誕生以降、インドのデジタル革命を推進
する政策が成長の大きな柱のひとつになろうとしています。 

 国際電気通信連合（ＩＴＵ）によると、現在のインドの携帯電話加入者数は約８.９億
人で、インターネット利用者数も１億８千万人を超えています。一方、世界銀行の統計
によるとインターネット普及率は１５.１％に過ぎず、新興国の平均４６.７％に比べて
低い水準に止まってます。 

 こうした中、インド政府は２０１４年８月の閣議においてインドのデジタル革命を推
進する「デジタル・インディア」構想を承認。同構想は農村部を含めた全国レベルでの
インターネット環境の整備を通じて、全国民が医療、教育、金融などの公共サービスを
ネットで受けられるようにするというもので、１兆１,３００億ルピーの予算を立てて実
現を目指しています。 

 インド政府主導のＩＣＴ（情報通信技術）産業によるライフスタイルの変化は、企業
や国民の消費拡大につながることから、インド経済全体の生産性向上にも期待が集まっ
ています。 
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デジタル・インディア構想の主な内容 


